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I はじめに
国際会計基準委員会は， 1977年7月に国際会計基準第7号「財政状態変動表
(statement of Changes in Financial Position) Jを公表した。その後，国
際会計基準委員会は， 1991年7月に公開草案第36号「キャッシュ・フロー計算
書 (CashFlow Statements) Jを公表し，検討したうえで， 1992年12月に改訂
国際会計基準第7号「キャッシュ・フロー計算書 (CashFlow Statements) J 
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(以下， 1 AS 7と呼ぶ)を公表した 10 1 A S 7 ( [8]， para.l)によれば，
「企業は，本基準に準拠じてキャッシユ・フロー計算書を作成しなければなら
ない。また，企業は，キャッシュ・フロー計算書を財務諸表が提示される各会
計期間における財務諸表の不可欠な構成部分として提示しなければならな
い。」と規定され，キャッシュ・フロー計算書は，基本財務諸表の1っとして
位置付けられている。また， 1 A S 7 ([8]， para.3)は，本基準の適用範囲
について， r企業の財務諸表の利用者は，企業が現金および現金等価物をどの
ように発生させ，どのように使用するかに関心を持っている。このことは，企
業活動の性質に関係なく，金融機関の場合のように現金を企業の生産物とみな
すことができるかどうかに関係なし事実である。企業の主たる利益稼得活動
がどんなに異なっていようと，企業は，本質的に同じ理由で現金を必要として
いる。企業は，業務活動を遂行したり，債務の支払いをしたり，投資家に報酬
を与えたりするために，現金を必要としている。したがって，本基準は，すべ
ての企業に対して，キャッシュ・フロー計算書を提示することを要求してい
る。」 と述べ，すべての企業に対してキャッシュ・フロー計算書の作成を要請
している。
本論文の目的は，まず，キャッシュ・フロー計算書の目的とキャッシュ概念
について， 1 AS 7と各国の会計基準における相違点を分析し，次にキャッシ
ユ・フロー計算書の表示方法について， 1 A S 7と各国の会計基準における相
違点を分析することによって， 1AS 7の特徴と問題点を明らかにすることで
ある。
1 A S 7 ([8]， Objecti，ve)は，この基準の目的について， r企業のキャッシュ・フローに
ついての情報は，財務諸表の利用者に対して，企業が現金および現金等価物を発生させる能
力や企業がこれらのキャッシュ・フローを利用する必要性を評価する基礎を提供する点で有
用である。利用者によってなされる経済的意思決定には，現金および現金等価物を発生させ
る能力やその発生の時期・確実性についての評価が必要である。この基準の目的は，会計期
間における営業活動，投資活動および財務活動により生じるキャッシュ・フローを区分した
キャッシュ・フロー計算書によって，企業の現金および現金等価物の歴史的変動についての
情報を要求することである。」と述べている。
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I キャッシュ・フロー計算書の基礎概念
本節では，キャッシュ・フロー計算書の基礎概念，つまり，キャッシユ・フ
ロー計算書の目的とキャッシユ概念について， IAS7と各国の会計基準にお
ける相違点を分析する。
(1)キャッシユ・フロー計算書の目的
1 A S 7 ([8]， para.4)は，キャッシュ・フロー計算書の目的について， r他
の財務諸表と併せて利用する場合，キャッシュ・フロー計算書は，利用者が，
企業の正味資産の変動やその財務構造(流動性および支払能力)や環境および、
機会の変化に適応するためにキャッシュ・フローの金額および時期に影響を与
える企業の能力についての評価を可能にする情報を提供する。キャッシュ・
フロー情報は，現金および現金等価物を創出させる企業の能力を評価する場合
に有用であり，その情報によって，利用者は，異なる企業の将来キャッシュ・
フローの現在価値を評価し，比較するモデルを開発することができる。その情
報は，また，同ーの取引および事象に対して異なる会計処理を用いることの影
響を排除するので，異なる企業による経営成績の報告についての比較可能性を
高める。」と述べている。つまり， 1 A S 7によれば，キャッシュ・フロー計
算書の目的は，①財政状態の変動，②流動性・支払能力・財務弾力性，③将来
キャッシュ・フローの見積もり 2，④利益の質3についての評価を可能にする
I A S 7 ([8]， para.5)は，将来キャッシュ・フローの見積もりに関する評価を可能に
する情報を提供するとの目的について， r歴史的キャッシュ・フロー情報は，将来キャッ
シユ・フローの金額，時期および確実性の指標としてしばしば利用される。その情報は，ま
た，将来キャッシュ・フローについての過去の評価の正確性を点検する場合や収益性と正味
キャッシュ・フローとの関係および価格変動による影響を検討する場合に有用である。」と
述べている。
3 鎌田 ([9]，15-16頁)は，利益の質について， r資金情報は，利益の質を評価するため
に用いられる。利益の質は，利益に見合う資産が一定期聞にどの程度まで現金あるいは資金
に転換したかによって測定される。利益稼得活動によって生じた利益とそのために生じた資
金収支の比率が高ければ高いほど，利益の質はょいといわれる。これは利益が発生主義，費
用配分など，判断に依存して測定されるから主観的であるのに対し，資金収支は，資金収支の事
実に基づいて測定されるから，客観的であるという認識に基づくものである。」と説明している。
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情報を提供することであるとされている。
B. J.エプステインとA.A.ミルザは， r今日，キャッシュ・フロー計
算書が，完全な財務報告にとって必要な構成要素であるという点で，各国の会
計基準設定主体および国際会計基準の設定主体の間に明確な合意がある。
([4]， p.92)Jと述べたうえで， 1 AS 7によって表明されたキャッシユ・フ
ロー計算書の4つの目的について，次のように説明している。
1 .キャッシュ・フロー計算書は，企業の財務構造(その流動性および支払
能力を含む)や環境および機会の変化に適応するためにキャッシユ・フローの
金額および時期に影響を与える企業の能力に対する洞察を与える。
キャッシユ・フロー計算書は，営業活動，投資活動および財務活動からの
キャッシュ・フローについての重要な情報を開示する。その情報は，貸借対照
表あるいは損益計算書のいずれにおいても入手できないかあるいは明確に識
別できない情報である。 IAS7によって推奨される追加的開示(たとえば，
未使用の借入限度枠に関する追加的開示または営業能力の増加を示すキャッ
シユ・フロー)あるいはIAS7によって開示が要求される追加的開示(たと
えば，企業によって保有されているが利用できないキャッシュについての開
示)は，事情に精通した財務諸表の利用者に十分な情報を提供する。これらの
要求または推奨される開示を伴うキャッシユ・フロー計算書によって，利用者
は，貸借対照表と損益計算書だけの場合よりも，企業実体の経営成績および財
政状態をより深く洞察できる ([4]， p.92)。
2.キャッシュ・フロー計算書は，財務諸表の利用者に対して，企業の資
産，負債および、持分の変動を評価するための追加的情報を与える。
比較貸借対照表が示される場合，利用者は，各決算日に企業の資産および負
債についての情報を与えられる。キャッシユ・フロー計算書が，財務諸表の不
可欠な一部として示されないならば，比較財務諸表の利用者は，貸借対照表上
で報告される金額が，ある会計期聞から別の会計期間の間で変動する態様や理
由を憶測するか，あるいは自らのためにこれらの項目(少なくとも，最近示さ
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れた項目)の近似値を計算するかのいずれかのことを行う必要があろう。しか
しながら，このような自作アプローチは，せいぜい，個別の資産および負債の
純変動(増加または減少)を引き出し，これらを通常関連する損益計算書勘定
に帰属させるにすき、ないで、あろう。(たとえば，期首と期末との聞の売上債権
の純変動額は，報告されている売上高を現金基準の売上高または顧客から回収
された現金ヘ転換するために用いられるであろう。)さらに複雑な事象の結合
(たとえば，売上債権を伴う他の企業実体の取得，それは，当該会計期間の聞
の報告企業実体による顧客への売上に関係しない資産の増加であろう。)は，
すぐには理解できないであろうし，実際のキャッシュ・フロー計算書が，示さ
れないかぎり，データについての誤った解釈を導ぐこともあろう([4]，p. 92)。
3.キャッシユ・フロー計算書は，同一の取引および事象に対して異なる会
計処理を用いることの影響を排除するので，異なる企業による経営成績の報告
についての比較可能性を高める。
1960年代および1970年代には早くも，キャッシュ・フロー会計の出現を導く
会計の標準化に関するかなりの論争があった。初期の論者によるキャッシュ・
フロー会計を支持する主たる論点は，キャッシュ・フロー会計によれば，発生
主義会計に固有の恋意的な配分が回避される点にあった。たとえば，営業活動
により提供されるまたは使用されるキャッシユ・フローは，間接法のもとで，
企業によっては異なる会計処理方法によって計算されることがある減価償却
およびアモーチゼイションのような項目を修正することによって，誘導される。
したがって，会計の標準化は，発生主義による純利益を現金主義による利益に
変換することによって達成されるであろう。この結果生じる数値は，企業間で
比較可能なものとなるであろう ([4]， p.93)。
4.キャッシュ・フロー計算書は，将来キャッシュ・フローの金額，時期お
よび確実性の指標として利用される。さらに，企業がキャッシュ・フローを見
積もる適切なシステムを持っているなら，キャッシュ・フロー計算書は，これ
らの将来キャッシュ・フローについての過去の見積もりの正確性を評価するた
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めの基準として使用できるだろう ([4]， p.93)。
IAS7によって表明された上記のようなキャッシユ・フロー計算書の目的
は，多くの国における会計基準によっても，表明されている。ただし， IAS 7 
によって表明された目的のうち「財政状態の変動についての評価を可能にする
情報を提供する」との目的は，アメリカの財務会計基準書第95号「キャッシュ・
フロー計算書 (Statement of Cash Flows)J (以下， rS F A S 95Jと呼ぶ)4 
以外の基準においては，明示されていない。 SF A S95は，キャッシュ・フロ
ー計算書の基本的な目的について， r一会計期間の企業の現金収入および現金
支出について目的適合性を有する情報を提供することである。 ([7]，para. 4) J 
と述べたうえで， 1 A S 7と同様なキャッシュ・フロー計算書の目的5を「キ
アメリカの会計原則審議会 (AccountingPrinciples Board)は， 1963年10月に意見書
第3号「資金の源泉と使途の計算書 (TheStatement of Sources and Appl ication of Funds) J 
を公表した。次に，会計原則審議会は， 1971年3月に意見書第19号「財政状態変動の報告
(Reporting of Changes in Financial Position) Jを公表した。その後，財務会計基準審
議会(FASB)は， 1986年7月に公開草案「キャッシユ・フロー計算書 (Statementof Cash 
Flows) Jを公表した後， 1987年1月に財務会計基準書第95号「キャッシュ・フロー計算書
(Statement of Cash Flows) Jを公表した。
5 S F A S 95([7]， para.48)は， rキャッシユ・フロー計算書は，流動性，財務弾力性，
収益性およびリスクに関する情報を提供する唯一の財務諸表ではない。」と述べたうえで，
アメリカの財務会計基準審議会による概念ステートメント第5号による次のような財務諸
表の補完性に関する見解を引用している。 ra 貸借対照表は，企業の流動性および財務弾
力性の評価を行う場合にしばしば用いられる情報を含んでいる。しかし，貸借対照表は，少
なくともキャッシユ・フロー計算書と共に用いられないかぎり，流動性についても財務弾力
性についても不完全な描写しか提供しない。
cキャッシユ・フロー計算書は，一般的に，企業実体の当期の現金収支に関する多くの
情報を表示する。しかし，キャッシュ・フロー計算書は，期間相E聞の関係を表示すること
ができないため，将来のキャッシュ・フロー見込額を評価するための基礎としては不十分で
ある。当期の収入の多く，特に営業活動からの収入の多くは，過年度の諸活動から生じる。
当期の支出の多くは，当期ではなく，将来に収入をもたらすことを意図されるかまたは期待
されている。稼得利益および包括的利益結合計算書は，特に，貸借対照表と共に用いられる
なら，通常，キャッシュ・フロー計算書だけよりも，将来のキャッシュ・フロー見込額を評
価するためのより良い基礎を提供する ([6]，para.24) 0 ) 
なお，概念ステートメント第5号 ([6]， para.24 : footnote13)は，流動性および財務弾
力性について， r流動性は，資産または負債の現金に対する至近性を表す。財務弾力性は，
予測されないニーズおよび機会に反応できるように，企業実体が，キャッシユ・フローの金
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ヤツシユ・フロー計算書において提供される情報は，それが関連する開示やそ
の他の財務諸表から得られる情報と組み合わされて利用されるならば，次のよ
うな場合に役立つものである。 (a)将来プラスの正味キャッシユ・フローをも
たらす企業の能力を評価する場合， (b)企業の債務返済能力，配当支払能力お
よび外部資金の必要性を評価する場合， (c)利益とそれに関連するキャッシ
ユ・フローとの差異の原因を評価する場合， (d)一会計期間の現金投資取引お
よび現金財務取引と非資金的投資取引および非資金的財務取引が企業の財政
状態に与える影響を評価する場合 ([7]， para.5)jと述べている。
また，イギリスの財務報告基準第 1号「キャッシユ・フロー計算書 (Cash
Flow Statements)j (以下， r改訂FRSljと呼ぶ) 6も， 1 AS 7とほぼ
同様なキャッシユ・フロー計算書の目的7を「報告実体の流動性，支払能力お
額および時期を変更するための有効な行動をとる能力である。」と説明している0
6 イギリスの会計基準審議会 (AccountingStandards Board)は， 1991年9月に財務報告
基準第1号「キャッシユ・フロー計算書 (CashFlow Statements) Jを公表した。その後，
会計基準審議会は， 1994年3月にFRS1に関するコメントを求め， 1995年 12月に財務報
告公開草案第 10号『改訂FRS1rキャッシュ・フロー計算書 (CashFlow Statements) J JI
を公表した。会計基準審議会は，この公開草案とそれに対するコメントを検討し， 1996年
10月に財務報告基準第1号『改訂FRS1rキャッシュ・フロー計算書(CashFlow Statements) JI 
を公表した。
7 改訂FR S 1 ([1]， Appendix I : para.3)は，財務諸表の相互補完性を次のように強
調している。「企業実体によるビジネスの機会およびリスクや経営者のスチュワードシツプ
についての評価には，そのビジネスの性質についての理解が必要である。ビジネスの性質に
は，企業実体が現金を創出し，使用する方法が含まれる。キャッシュ・フロー計算書は，損
益計算書や貸借対照表と共に用いられるなら，財政状態や経営成績に関する情報と同様流動
性，支払能力および財務的適応性に関する情報も提供する。したがって，重要なことは，キ
ャッシュ・フロー計算書と他の基本財務諸表において与えられる情報を相互に参照すべきで
ある点にある。この理由から， FRS1は，営業利益と営業活動からのキャッシユ・フロー
との調整や貸借対照表上の数値との調整を要求していた。改訂FRS1は，キャッシュ・フ
ロー計算書と一般に用いられている財務分析手法である『正味債務』の構成要素との調整を
要求することによって，キャッシユ・フローと貸借対照表上の変動との関連を明らかにして
いる。」また，改訂FRS1 ([1]， AppendixIII :para.4)は，財務諸表の相互補完性につい
て， rキャッシユ・フロー計算書は，会計期聞における報告実体のキャッシュ・フローにつ
いての情報を表示するけれども，それは，将来キャッシユ・フローの評価に対して不完全な
情報を提供するにすぎない。当期以前に生じた取引から生じるキャッシュ・フローもあれば，
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よび財務的適応性の評価に役立つ情報を提供することである。([1] ， 
para.1)J・「歴史的キャッシユ・フロー情報は，収益性と現金創出能力との
関係についての指標，つまり，稼得した利益の質についての指標を与える。さ
らに，財務情報の分析家およびその他の利用者は，しばしば，公式・非公式に
企業実体の将来キャッシユ・フローの現在価値を評価し，比較するモデルを開
発している。歴史的キャッシユ・フロー情報は，過去の評価の正確性をチェッ
クし，企業実体の活動とその収入および支出との関係を示すために有用であろ
う。 ([1]， Appendixill : para.2) Jと述べている。
また，ニュージーランドの財務報告基準第10号「キヤヅシユ・フロー計算書
(Statement of Cash Flows) J (以下， rFRS10Jと呼ぶ)も， 1 A S 7 
とほぼ同様なキャッシュ・フロー計算書の目的を「キャッシュ・フロー計算書
は，債権者および投資家などの利用者に対して企業実体の営業活動，投資活動
および、財務活動が現金資源に与える影響に関する情報を提供できる。キャッ
シユ・フロー計算書は，他の財務情報と一緒になって，利用者が次のようなこ
とを行う場合に，役立つであろう ([11]，para.5.2)oJと述べている。
(a) 企業実体の将来の正味キャッシユ・フローを見積もる場合，特に営業
活動からのプラスのキャッシュ・フローもたらす企業実体の能力を評価
する場合
(b) 企業実体の義務を満たす能力を評価する場合および企業実体の外部か
ら資金調達するニーズを評価する場合
(c) 配当金を支払う企業実体の能力を評価する場合
(d) 発生主義に基づいて報告される税引き後の企業実体の剰余金(欠損金)
と営業活動からのキャッシュ・フローとを比較する場合
(e) 企業実体の倒産を導く流動性の欠如を評価する場合
将来会計期間におけるキャッシュ・フローをもたらすことが期待されるキャッシュ・フロー
もある。したがって，キャッシユ・フロー計算書は，将来キャッシュ・フローの評価をする
場合，通常は損益計算書や貸借対照表と共に用いられるべきである。」と述べている。
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(f) 財務弾力性を評価する場合，つまり，現金資源を最適化し，予測でき
ない災難または予測できない機会に対応する企業実体の能力を評価する
場合
(g) 企業実体の貸借対照表および損益計算書において示されている変数の
キャッシユ・フローへの影響についてより良い理解を与えることによっ
て，利用者による将来のキャッシュ・フローの見積もりを改善する場合
また，オーストラリアの会計基準第1026号「キャッシュ・フロー計算書
(Statement of Cash Flows)J (以下， r AA S B1026Jと呼ぶ)は，キャッシユ・
フロー計算書の目的について， rキャッシユ・フロー計算書において提供され
る情報は，財務諸表または連結財務諸表における他の情報と一緒になって，次
に示すような会社または経済的実体の能力を評価するに役立つであろう([3]， 
para.7(V))oJと述べている。
(a) 将来プラスの正味キャッシュ・フローをもたらす能力
(b) 満期日に財務上のコミットメントを履行する能力，これには，借入金
の返済およぴ配当金の支払が含まれる。
(c) 活動の範囲および・または性格の変化に応じて資金調達する能力
(d) 必要に応じて外部から資金調達する能力
以上述べたように， 1 AS 7が表明したキャッシュ・フロー計算書の目的
(①財政状態の変動，②流動性・支払能力・財務弾力性，③将来キャッシユ・
フローの見積もり，④利益の質についての評価を可能にする情報提供目的)の
うち，②と③の目的は，いず、れの国の会計基準においても，キャッシュ・フ
ロー計算書の目的として表明されている 8。また，これらの目的は，多くの文
日 ③の目的については，この目的を一般的に容認されたものとは考えない見解もある。た
とえば，染谷 ([13]， 36頁)は，キャッシユ・フロー計算書の目的について， r現在のと
ころ，こうした資金計算書の機能として， (1)現金や運転資本など企業資金の変動の原因，と
くに利益と資金との閣の差異の原因を明らかにして，企業の負債に対する支払能力
(solvency)に関する情報を提供することと，(2)企業の投資および資本調達活動による資金の
変動を明らかにして企業の財政状態の変化に関する情報，すなわち流動性(liquidity)と
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献においても提示されている 9。たとえば，アメリカの財務会計基準審議会に
よる概念ステートメント第5号は，キャッシユ・フロー計算書の目的を次のよ
うに提示している 100 
財務弾力性 (financialflexibility)に関する情報を提供することを認めるのが，一般的
である。」と述べ，③の目的をキャッシュ・フロー計算書の目的に含めていない。
9 佐藤 ([12]， 104頁)は， i資金計算書の目的を考察するにあたって，①基本目的，②分
析目的，③作成目的，という 3つの目的階層を区別しておきたい。」と述べたうえで， i分
析目的(ここで論じている『キャッシュ・フロー計算書の目的』に相当すると考えられる目
的)Jとして， 1 A S 7と同様「収益力の評価J， i支払能力の判定」および「利益と資金
の関係の説明」という目的を指摘している。なお，ここでいう「収益力の評価」というのは，
「将来キャッシュ・フローの見積もりの評価」と同じ意味で用いられいるものと考えられる。
会計文献上，しばしば， i収益力 (earningpower) Jと「現金創出力 (cashgenerating 
abilitY)Jは，同意語として用いられている。たとえば，アメリカ公認会計士協会の「財務
諸表の目的に関するスタディグループJ ([2]， p.23)は，これらの用語について， i企業
の収益力には，本質的に，将来現金を創出する能力という意味がある。現金創出力と利益
は，密接に関連し合っている。期闘が長ければ長いほど，この関係は密接なものとなる。... 
企業の一生涯をとってみれば，現金創出力と利益は，一致する。すなわち，利益は，事業活
動によりもたらされる現金だけから発生する。現金創出力と利益は，同じものである。」と
述べている。
1 0 アメリカの財務会計基準審議会による概念ステートメント第 1号 ([5]， para.37)は，
財務諸表の基本的目的について， i財務報告は，現在および将来の投資家，債権者およびそ
の他の情報利用者が，配当または利息により将来受け取る現金見込額，その時期およびその
不確実性ならびに有価証券または債権の譲渡，償還または満期による現金受取額を評価する
さいに役立つ情報を提供しなければならない。これらの現金受取見込額は，満期になった債
務を弁済し，その他の現金運用ニーズを満たし，営業活動に再投資し，配当金を支払うため
に十分な現金をもたらす企業の能力によって影響を受ける。また，かかる現金受取見込額は，
企業の有価証券の市場価格に影響を与える当該企業の能力について，投資家および債権者が
一般に抱いている理解によっても影響を受ける。したがって，財務報告は，投資家，債権者
およびその他の情報利用者が，当該企業への正味キャッシュ・インフローの見込額，その時
期およびその不確実性を評価するさいに役立つ情報を提供しなければならない。」と述べ，
キャッシュ・フローの見積もりについての評価を可能にする情報を提供するとの目的を基本
的目的として明示している。しかしながら，他方で，概念ステートメント第 1号([5]， 
para.43)は， i財務報告は，利益およびその構成要素の測定によって提供される企業の経
営成績に関する情報に主な焦点を当てている。企業の正味キャッシユ・フローの見込額の評
価に関心のある投資家，債権者およびその他の情報利用者は，企業の経営成績に関する情報
に特に関心を持っている。企業の将来のキャッシユ・フローおよび有利なキャッシュ・フロー
をもたらす企業の能力についての投資家，債権者およびその他の情報利用者の関心は，基本
的には，企業のキャッシュ・フローに関する直接的な情報よりもむしろその利益に関する情
報についての関心をもたらすことになる。たとえば， 1年間のような短期間の現金収支だけ
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「キャッシユ・フロー計算書は，一会計期間における主たる源泉別に分類さ
れた企業実体の収入額および主たる使途別に分類された企業実体の支出額を
直接的または間接的に示すものである。キャッシユ・フロー計算書は，営業活
動を通して債務を返済し，配当金を分配し，または営業能力の維持もしくは拡
大のために再投資する企業実体の現金創出活動に関する有用な情報，負債およ
び持分の両方による企業実体の資金調達活動に関する有用な情報ならびに企
業実体の投資および支出に関する有用な情報を提供する。企業実体の当期の収
支に関する情報の重要な用途には，企業実体の流動性，財務弾力性，収益性お
よびリスクのような諸要因の評価に対する役立ちがある。 ([6]， para.52) J・
「発生主義会計によって測定される稼得利益および、包括的利益は，いずれも営
業活動から得られるキャッシュ・フローとは同一ではないので，キャッシユ・
フロー計算書は，稼得利益および、包括的利益と収支額との差額，原因ならびに
期間的なずれに関する重要な情報を提供する。情報利用者は，一般に，稼得利
益もしくは包括的利益と関連するキャッシュ・フローとの関係を評価するさい
に，かかる情報を考慮に入れる。 ([6]， para.53)J 
(2)キャッシュの定義
1 A S 7 ([8]， para.6)によれば， rキャッシュ・フロー」とは， r現金
および現金等価物の流入および流出である。」と定義されている。また，ここ
でいう， r現金」とは， r手元現金および要求払預金である。」と定義され，
「現金等価物」とは， r短期で，流動性の高い投資であり，一定の金額の現金
に容易に換金でき，価値の変動による僅少なリスクしか負わないものである。」
と定義されている。
さらに， 1 A S 7 ([8]， para.7)は，現金等価物に含める短期投資につい
しか示さない財務諸表は，企業の経営成績が良好であるか否かを適切に示すことはできな
い。」と述べ，キャッシュ・フローの見積もりについての評価を可能にするとの財務諸表の
基本的目的を達成するためには，キャッシュ・フロー計算書より損益計算書のほうがより有
用であると主張している。
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て， r現金等価物は，投資またはその他の目的ではなし短期資金のコミット
メントを履行する目的で保有されるものである。現金等価物とみなされる投
資は，一定の金額の現金に容易に換金でき，価値の変動による僅少なリスクし
か負わないものである。したがって，投資は，たとえば，その満期日が取得日
から3カ月以内の短期のものである場合に限り，一般に現金等価物とされる。
持分投資は，たとえば，償還日が特定されており，取得後短期間に満期日にな
る優先株の場合のように，それらが実質的に現金等価物でない限り，現金等価
物から除外される。」と説明している。また， IAS7 ([8]， para.8)は，当
座借越について， r銀行からの借入は，一般に，財務活動とみなされる。しか
し，国によっては，要求に応じて返済される当座借越は，企業の現金管理の不
可欠な部分である。このような状況においては，当座借越は，現金および現金
等価物の構成要素に含められる。このような銀行との契約の特徴は，銀行残高
がしばしばプラスから借越ヘ変動する点にある。」と説明している。したがっ
て， 1 AS 7によれば，現金および、現金等価物は，現金，要求払預金，短期投
資および当座借越から構成されている 110 
多くの国の会計基準における現金および、現金等価物の定義は， 1 A S 7とほ
ぼ同様である。たとえば， F R S 10 ([1]， para.4.l)によれば， 1 AS 7と
同様rIT'現金』は，硬貨および紙幣，要求払い預金および企業実体が日常の琉
金管理の一部として投資する流動性の高いその他の投資である。『現金』には，
当座借越のような金融機関からの借入金が含まれる。この借入金は，要求払い
のものであり，日常の現金管理の一部として利用される。」と定義されている。
また， F R S 10 ([1]， para.4.2)は，この定義における「流動性の高い投資
とは， 2業務日以内に投資家の選択でその投資を無条件で、硬貨およひ、紙幣に換
1 1 1 A S 7 ( [8]， para. 9)は，現金および現金等価物の変動について， r現金および現金等
価物を構成する項目聞の変動は，キャッシユ・フローから除外される。というのは，これらの
構成要素は，営業活動，投資活動および財務活動の一部ではなく，企業の現金管理の一部であ
るからである。現金管理は，余剰現金の現金等価物への投資を含んでいる。」と説明している。
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金できるように準備された市場が存在する投資である。・・・」と説明してい
る。
また， A A S B 1026([3]， para.9)によれば， 1 AS 7とほぼ同様に ili'現
金』は，手元現金と現金等価物である。li'現金等価物』は，流動性の高い投資
であり，投資家の選択によって手元現金に容易に換金で、き，会社または経済的
実体が日常の基準に基づいて現金管理機能において利用する投資である。また，
現金管理機能に不可欠で，返済猶予期間のない借入金も， li'現金等価物』であ
る。」と定義されている。また， AASB1026 ([3]， para.(X))は，現金等
価物について， i現金等価物として分類される項目は，会社または経済的実体
の現金管理機能の一部として利用されなければならない。銀行手形および、銀
行以外の手形は，現金の定義を満たすと一般に考えられる流動性の高い投資
の例である。現金として分類されるマネー・マーケット預金は，利率の変動に
より生じる価値の変動について僅少なリスクしか負わないほど満期日が間近
なものでなければならない。現金として分類される借入金は，返済猶予期間の
ないものでなければならない。マネー・マーケット・ファンドと会社または経
済的実体によって返済される当座借越は，現金の定義を一般に満たす。」と説
明している。 12 
S F A S 95 ([7]， para.7)によれば，当座借越を現金および現金等価物の
構成要素に含めない点を除いて， 1 A S 7とほぼ同様に「現金には，手元現金
だけではなく銀行またはその他の金融機関の要求払預金も含まれる。また，現
金には，預金者がいつでも追加的な資金を預け入れることができ，事前の通告
またはペナルティなく資金を実際に引き出すことができる要求払預金のよう
な一般的性質をもっその他の種類の預金も含まれる。 ・・・([7J ， 
12 AASB1026 ([3]， para.(XII))は，現金とみなすことができるか否かに関する指針に
ついて， rマネー・マーケット預金のような項目を現金とみなすことができるか否かに関す
るパラグラフ(X)における指針は，当該項目の満期までの期間によって示されていない。こ
の理由は，そのような数値による指針が，必ずしも，利率の変動により生じる価値の変動に
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para.7:footnote) Jと説明している。また， S F A S 95([7]， para.8)は，
現金等価物に含める短期投資の条件について， r本基準書の目的にとって，現
金等価物とは，短期で，流動性の高い投資であり，次の2つの条件を満たすも
のである。 a.確定した金額の現金に容易に交換できる。 b.満期日が非常に
近いため，利率の変動による価値のリスクが小さい。」と規定したうえで， r一
般に，満期が3カ月以内の投資だけが，この定義のもとで該当する。」と説明
している。は
さらに， SFAS95 ([7]， para.9)によれば，現金等価物について， r一般
に現金等価物とみなされる項目の例としては，財務省短期証券，コマーシヤ
ル・ペーパー，短期金融資産投資信託， (金融業務を行う企業にとっての)受
入連邦資金がある。これらの投資の現金による売買は，一般に，営業活動，投
資活動および財務活動の一部というより，企業の現金管理活動の一部であるの
で，これらの取引についての詳細をキャッシュ・フロー計算書において報告す
る必要はない。」と説明されている。
なお， Ii"連結キャッシュ・フロー 計算書等の作成基準.J (第二・一)は， IAS7 
と同様に，資金の範囲について， r連結キャッシュ・フロー計算書が対象とす
る資金の範囲は，現金及び現金等価物とする。 1現金とは，手許現金及び要求
払預金をいう(注1)0 2現金等価物とは，容易に換金可能であり，かっ，価
値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を(注2)いう。」と規
定したうえで， Ii"同基準注解J(注1)において「要求払預金には，例えば，当
座預金，普通預金，通知預金が含まれる。」と説明し，また， (注2)におい
て「現金等価物には，例えば，取得日から満期日又は償還日までの期間が三か
ついてのリスクの正確な指標にならないであろうからである。・・・」と説明している。
13 SFAS95 ([7]， para.l0)は，現金等価物とされる投資について， r (パラグラフ8で
示されたー引用者挿入)条件を満たす投資のすべてが，現金等価物として取り扱われるよう
に要求されているわけではない。企業は，現金等価物として取り扱うこととしたパラグラフ
8の定義を満たす短期で，流動性の高い投資に関する方針を確立しなければならない。・・・」
と説明している。なお，原文ではパラグラフ 9とあるがパラグラフ 8の誤りと考えられる。
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月以内の短期投資である定期預金，譲渡性預金，コマーシヤル・ペーパー，
売戻し条件付現先，公社債投資信託が含まれる。」と説明している 14。
改訂FRSlは， 1 AS 7と異なり，キャッシュ・フローに現金等価物の流
入・流出を含めずに，現金の流入・流出だけを含めている。改訂FRS1([I]，
para.2)によれば， r現金とは，手元現金と金融機関の要求払預金から金融機
関からの当座借越を差し引いたものである。預金が，事前の通知またはペナル
ティなくいつでも預金を引き出すことができるか，また，通知期間が24時間か
1業務日以内と合意されているなら要求払預金である。現金には，外貨建の手
元現金および預金が含まれる。」と定義されている。さらに，改訂FRSl
([1]， AppendixII : para.2)は， 1 AS 7との相違について， rFRSの定
義によれば，キャッシユ・フローには，現金(手元現金と要求払預金から当座
借越を差し引いたもの)の流入・流出だけが含まれる。 IAS7は，キャッシ
ユ・フローを現金および、現金等価物における流入・流出と定義している。現金
等価物は，短期で，流動性の高い投資であり，一定の金額の現金に容易に換
金でき，価値の変動による僅少なリスクしか負わないものである。 FRSにお
いては，現金等価物に関連するキャッシュ・フローは， [j'流動資源の管理』と
いう新しい区分に含められる。 FRSにおける現金についての狭義の定義は，
IAS7における『現金』の定義と合致している。」と説明している。
以上述べたように， 1 A S 7と各国の会計基準におけるキャッシュの定義と
の相違は，以下の3点に要約できる。
1 .各国の会計基準は， 1 A S 7と同様，キャッシュ・フローに現金と現金
等価物の流入・流出を含めている。ただし，改訂FRSlは，キャッシ
ユ・フローを現金の流入・流出に限定している。
14 Ii'連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関する実務指針(日本公認会計士協会・会計
制度委員会報告第8号』は，当座借越について， r当座借越契約に基づき，当座借越限度枠
を企業が保有する現金及ぴ現金等価物と同等に利用している場合があり，この場合の当座借
越は，負の現金等価物を構成するものとする。」と規定している。
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2.各国の会計基準は， 1 A S 7と同様，現金および、現金等価物の定義に当
座借越を含めている。ただし， AA S B1026は，当座借越以外の返済猶予
期間のない短期借入金も含めている。また， S F A S95は，当座借越を含
めていない。
3.各国の会計基準は， 1 AS 7と同様，現金等価物に含める短期投資の満
期に関する指針を3カ月以内としている。ただし， F R S 10は，現金等価
物に含める短期投資の満期に関する指針を 2業務日以内としている。ま
た， AA S B1026は，現金等価物に含める短期投資の満期に関する指針を
規定していない。
I キャッシユ・フロー計算書の表示
本節では，キャッシユ・フロー計算書の表示方法について， 1 AS 7と各国
の会計基準における相違点を分析する。
(1)キャッシュ・フロー計算書における区分表示
1 A S 7 ([8]， para.10)によれば， rキャッシユ・フロー計算書は，営業
活動，投資活動および財務活動ごとに区分して，会計期間におけるキャッ
シュ・フローを報告しなければならない。」と規定されている 150 
キャッシュ・フロー計算書におけるこのような営業活動，投資活動および財
務活動の3区分表示は，多くの会計基準において認められている。たとえば，
SFAS95 ([7]， para.14)によれば， rキャッシュ・フロー計算書は，キャッ
シュ・フローを投資活動および財務活動または営業活動から生じるものとして，
15 1 A S 7 ([8]， para.6)は，各活動を次のように定義している。
「営業活動」とは，企業の主たる利益稼得活動であり，投資活動または財務活動以外の活動
である。
「投資活動」とは，長期資産の取得および売却や現金等価物に含まれないその他の投資の取
得および売却である。
「財務活動」とは，企業の持分資本および借入金の規模や構成要素に変イじをもたらす活動で
ある。
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分類しなければならない。」と規定されている。また， FRS10 ([11]， 
para.5.3)によれば， rキャッシユ・フロー計算書は，キャッシュ・フローを
営業活動，投資活動および、財務活動による源泉および使途に分類し，区分して
表示しなければならない。」と規定されている。なお， r連結キャッシユ・フ
ロー計算書等の作成基準J (第二・二・ 1)は， r連結キャッシユ・フロー計
算書には， IT'営業活動によるキャッシュ・フロー O:!J， IT'投資活動によるキャッ
シュ・フロー』及び『財務活動によるキャッシユ・フロー』の区分を設けなけ
ればならない。」と規定している。
他方， AA S B 1026 ([3]， para.14)は， rパラグラフ12に準拠して開示さ
れるキャッシユ・フローは，適切に区分され，企業または経済実体の営業活動
およびその他の活動について目的適合性を有する情報を提供するように表示
すべきである。」と規定したうえで， r本基準において採用された考え方は，
一般に，営利企業は，営業活動以外の活動から生じるキャッシュ・フローにつ
いて目的適合性を有する情報を提供するためには財務活動と投資活動から生
じるキャッシュ・フローを区分する必要があるというものである。([3]， 
para.xix) Jと説明している。しかしながら， AA S B1026 ([3]， para.xx) 
は， r営業活動，財務活動および投資活動の区分は，企業または経済実体の
キャッシュ・フローについての本質を示すに必ずしも十分なものまたは適切も
のであるとはかぎらない。」と述べ， 3区分表示を強制していない。
また，イギリスの会計基準においては，このような3区分表示が適用されて
いない。改訂FRS 1 (日J，para.7)は， r企業実体のキャッシユ・フロー
計算書において，その会計期間のキャッシュ・フローは，次の標準的な見出し
の下で，表示されければならない。」と規定している。
-営業活動
・投資および資金提供に関する報酬
.税金
・資本的支出および、財務的投資
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-取得および、売却
.配当金支出
・流動資源の管理
.財務
1 A S 7 ([8]， para.ll)は，キャッシュ・フローを営業活動，投資活動お
よび財務活動の3つに区分表示する意義について， r企業は，その事業活動に
とってもっとも適切な方法で，営業活動，投資活動および財務活動からの
キャッシユ・フローを表示する。活動別に区分することによって，利用者が企
業の財政状態や現金および現金等価物の金額に対するそれらの活動の影響を
評価できる情報が提供される。この情報は，それらの活動聞の関係を評価する
ためにも利用される。」と説明している。また， S F A S95 ([7]， para.84) 
も，キャッシユ・フローを営業活動，投資活動および財務活動の3つに区分表
示する意義について， 1 AS 7と同じように「審議会は，営業活動，投資活動
および財務活動によって提供されたまたはこれらの諸活動において使用され
たキャッシユ・フローに分類・区分することによって， 3種類の各活動内の重
要な関係および各活動相互間の重要な関係を評価することができるようにな
ると決定した。それは，関連があるとしばしば認められるキャッシユ・フロー，
たとえば，借入取引による現金受取額と借入金の現金返済額を結びつける。し
たがって，キャッシュ・フロー計算書は，企業の各主要な活動のキャッシュ・
フローに対する影響を反映する。それらの関係や趨勢は，投資家および債権者
に有用な情報を提供する。 ・・・」と説明している。
さらに， 1 A S 7は以下で述べるように，営業活動，投資活動および財務活
動から生じるキャッシユ・フローを区分表示することのそれぞれの意義を明ら
かにすると共にそれら3つの活動から生じるキャッシュ・フローを例示してい
る。
① 営業活動
1 A S 7 ([8]， para.13)は，営業活動から生じるキャッシユ・フローを区
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分表示することの意義について， r営業活動から生じるキャッシユ・フローの
金額は，企業の営業活動が，外部からの資金源に頼ることなく，借入金を返済
し，企業の営業活動を維持し，配当を支払い，新規投資を行うために，どの程
度キャッシユ・フローを発生させてきたかについての重要な指標である。営業
活動による過去のキャッシュ・フローについての個々の構成要素に関する情報
は，他の情報と共に利用すれば，営業活動による将来のキャッシュ・フローを
予測するうえで有用である。」と述べている。また， 1 A S 7 ([8]， para.14) 
は，営業活動からから生じるキャッシュ・フローの一般的性質について， r営
業活動からのキャッシユ・フローは，基本的には，企業の主たる利益稼得活動
から発生する。したがって，それらは，一般に，純損益の算定に組み込まれる
取引およびその他の事象から生じる。 ([8]， para.14)Jと述べたうえで，営
業活動から生じるキャッシュ・フローを次のように例示している 160 
(a) 財の販売による収入および、役務の提供による収入
(b) 特許権使用料，報酬，手数料およびその他の収益による収入
(c) 財および役務の提供者に対する支出
(d) 従業員に対する支出または従業員のための支出
(e) 保険会社の保険料収入，保険金，年金およびその他の保険給付の支出
(f) 法人所得税に対する支出または還付。ただし，それらが，財務活動お
よび投資活動に伴うものと特定される場合は除外される。
(g) ディーリング目的またはトレーディング目的で保有される契約からの
収入および支出
16 なお， 1 A S 7 ([8]， para.15)によれば， r企業は，ディーリング目的またはトレー
ディング目的で有価証券および貸出金を保有することがある。この場合，それらは，特に転
売のために取得される棚卸資産に類似している。したがって，ディーリング目的またはトレー
ディング目的の有価証券の購入および売却から生じるキャッシュ・フローは，営業活動とし
て分類される。同様に，金融機関によってなされる現金の前払金および貸出金は，それらが
企業の主たる利益稼得活動と関係するので，通常，営業活動として分類される。」と説明さ
れている。
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ただし， 1 A S 7 ([8]， para.14)によれば， r機械設備の売却のような取
引は，純損益の算定に含められる利得または損失をもたらすであろう。しかし
ながら，そのような取引に関係するキャッシュ・フローは，投資活動からの
キャッシュ・フローである。」と説明されている。
②投資活動
1 A S 7 ([8]， para.16)は，投資活動から生じるキャッシュ・フローを区
分表示することの意義について， r投資活動から生じるキャッシュ・フローを
区分して開示することは，重要である。なぜなら，このキャッシュ・フローは，
将来の利益および、キャッシュ・フローをもたらすことを意図した資源に対して，
どの程度支出がなされてきたかを表示するからである。 ([8]， para.16)Jと
述べたうえで，投資活動から生じるキャッシュ・フローを次のように例示して
いる。
(a) 有形固定資産，無形固定資産およびその他の長期資産を取得するため
の支出。これらの支出には，資本化された開発費および自家建設の有形
固定資産に関係するものが含まれる。
(b) 有形固定資産，無形固定資産およびその他の長期資産の売却による収
入
(c) 他の企業の持分証券または債券およびジョイントベンチャーの持分を
取得するための支出。(ただし，現金等価物と考えられる有価証券に対
する支出あるいはディーリング目的またはトレーディング目的で保有さ
れる有価証券に対する支出を除く。)
(d) 他の企業の持分証券または債券およびジョイントベンチャーの持分の
売却による収入。(ただし，現金等価物とみなされる有価証券からの収
入あるいはディーリング目的またはトレーディング目的で保有される有
価証券からの収入を除く。)
(e) 他の関係者に対してなされる前払金および、貸付金(ただし，金融機関
によってなされる前払金および、貸付金を除く。)
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(f) 他の関係者に対してなされた前払金および貸付金の返済による収入
(ただし，金融機関によってなされる前払金および貸付金の返済による
収入を除く。)
(g) 先物契約，先渡契約，オプション契約およびスワップ契約に対する支
出。ただし，契約が，ディーリング目的またはトレーディング目的で保
有される場合あるいは支出が財務活動として分類される場合を除く 17 0 
(h) 先物契約，先渡契約，オプシヨン契約および、スワップ契約による収入。
ただし，契約が，ディーリング目的またはトレーディング目的で保有さ
れる場合あるいは収入が財務活動として分類される場合を除く。
また， 1 A S 7 ([8]， para.39)は， i子会社およびその他の事業体の取得
および売却により生じるキャッシュ・フローの総額は，区分表示し，投資活動
として分類しなければならない。」と規定している 18。この場合， 1 A S 7 
([8]， para.42)によれば， i取得または売却の対価として支払ったまたは受
取った現金の総額は，キャッシユ・フロー計算書において取得または売却され
た正味の現金および現金等価物として報告される。」と規定されている。
なお， i連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準J (第二・二・ 4)も，
IAS7と同じように「連結の範囲の変動を伴う子会社株式の取得又は売却に
係るキャッシュ・フローは， [j'投資活動によるキャッシユ・フロー』の区分に
独立の項目として記載する。この場合，新たに連結子会社となった会社の現金
及び現金等価物の額は株式の取得による支出額から控除し，連結子会社でなく
17 なお， 1 A S 7 ([8]， para.16)によれば， i契約が，識別可能なポジションのヘツジ
として会計処理されている場合，その契約からのキヤヅシュ・フローは，ヘツジされている
ポジションのキャッシュ・フローと同じように分類される。」と規定されている。
18 1 A S 7 ([8]， para.41)は， i単一の項目として子会社またはその他の事業体の取得
または売却によるキャッシユ・フローの影響を区分して，開示することは，取得または売却
された資産および負債の金額を併せて開示すると，これらのキャッシユ・フローとその他の
営業活動，投資活動および財務活動により生じるキャッシュ・フローを区分するのに役立つ。
売却によるキャッシユ・フローの影響を取得によるキャッシユ・フローの影響から控除すべ
きではない。」と規定している。
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なった会社の現金及び現金等価物の額は株式の売却による収入額から控除し
て記載するものとする。営業の譲受け又は譲渡に係るキャッシュ・フローにつ
いても， [j'投資活動によるキャヅシュ・フロー』の区分に，同様に計算した額
をもって，独立の項目として記載するものとする。」と規定している。
③財務活動
1 A S 7 ( [ 8]， para. 17)は，財務活動から生じるキャッシュ・フローを区
分表示することの意義について， r財務活動から生じるキャヅシュ・フローを
区分して開示することは，重要である。なぜなら，このキャッシュ・フローは，
企業に対する資本の提供者による将来キャッシュ・フローに関する請求額を予
測するに有用であるからである。 ([8]， para.17)Jと述べたうえで，財務活
動から生じるキャッシユ・フローを次のように例示している。
(a) 株式または他の持分証券の発行による収入
(b) 企業の株式を取得または償還するための所有者に対する支出
(c) 無担保社債の発行，借入金，手形借入，担保付社債の発行，抵当権設
定借入および、その他の短期または長期借入による収入
(d) 借入金の返済による支出
(e) ファイナンスリースに関する負債残高を減少させるための賃借人によ
る支出
(2)営業活動からのキャッシュ・フローの表示方法
1 A S 7([8]， para.18)によれば， r企業は，次のいずれかの方法を用い
て，営業活動からのキャッシュ・フローを報告しなければならない。」と規定
されている。
① 直接法，この方法によれば，主たる項目ごとの総収入および総支出が開
示される。
② 間接法，この方法によれば，純損益が，非資金的性質をもっ取引，過去
または将来の営業上の現金収支の繰延べと見越しおよび投資上または財
務上のキャッシユ・フローと関係する収益項目または費用項目の影響に対
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して，調整される。
IAS7は，上記のように直接法と間接法の両方を容認しているけれども，
IAS7 ([8]， para.19)は，直接法の優位t性について， i直接法は，将来
キャッシュ・フローを見積もるうえで有用であり，間接法のもとでは，入手で
きない情報を提供する。」と指摘したうえで， i企業は，直接法を用いて，営
業活動からのキャッシュ・フローを報告することが奨励されている。」と述べ
ている。
アメリカやイギリスの会計基準においても， IAS7と同様に直接法と間接
法の両方が容認されているけれども，直接法の使用が奨励されている。
SF AS95によれば， i営業活動からのキャッシュ・フローを報告する場合，
企業は，主要な区分ごとの現金収入の総額および現金支出の総額，つまり，営
業活動からの正味キャッシュ・フローを報告すること(直接法)を奨励され
ている… ([7]，para.27)o J・「パラグラフ27において奨励された直接法を
用いて営業上のキャッシュ・フローの主要な区分についての情報を提供しない
ことを選択した企業は，純利益を営業活動からの正味キャッシュ・フローに調
整するようにそれを修正すること(間接法または調整法)によって，営業活動
からの正味キャッシュ・フローについて同じ金額を間接的に算定し，報告しな
ければならない。 ([7]，para.28)Jと規定されている 19。同様に，改訂FRSl
19 S F A S95によれば， rパラグラフ28において述べた純利益を営業活動からの正味キヤツ
シュ・フローに調整する内容は s営業活動からの正味キャッシュ・フローの報告について，
直接法あるいは間接法のいずれが用いられるかに関係なく，提供されなければならない。
([7]， para.29) Jと規定されている。 B.J.エプステインとA.A.ミルザ ([4]， p.l00) 
は，直接法がキャッシユ・フロー計算書の作成者に不人気である理由を次のように指摘して
いるo r直接法による営業キャッシュ・フローデータを作成するに余計な努力が必要とされ
る点に，この方法が作成者に明らかに不人気であることの有力な原因があるであろう戸 (直
接法が，アメリカの一般に認められた会計原則に準拠して報告する企業実体に不人気である
ことには追加的な理由がある。つまり， S F A S95によれば，直接法を使用する場合，純
利益を営業活動から正味キャッシュ・フローに調整する付属明細書の作成が，要求されてい
るoこのことは，実質的に，直接法と間接法の両方を使用しなければならないことを意味す
る。しかしながら，このルールは，国際会計基準のもとでは，適用されていない。)J 
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によれば， r営業キャッシユ・フローを直接法か間接法のいずれかの方法を用
いて表示することを容認する。…直接法が用いられる場合でさえ，調整を要求
する。(日]， para.58)0 j・「利用者に対する潜在的ベネフィトが直接法によ
る表示のコストを超える場合に限り，直接法を奨励し続ける。([1 J， Appendix 
皿:para.18)jと規定されている。なお， r連結キャッシユ・フロー計算書等
の作成基準j (第三・一)は， r (f'営業活動によるキャッシユ・フロー 』は，次
のいずれかの方法により表示しなければならない。」と規定している。
1 主要な取引ごとにキャッシュ・フローを総額表示する方法(直接法)
2 税金等調整前当期純利益に非資金損益項目，営業活動に係る資産及び負
債の増減， r投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動による
キャッシュ・フロー」の区分に含まれる損益項目を加減して表示する方法
(間接法)
他方，オーストラリアやニュージーランドの会計基準においては，直接法だ
けが容認されている。 AAS B1026によれば， r営業活動からのキャッシユ・
フローは，直接法を用いて表示しなければならない。・・・ ([3]， para.17) j・
「財務諸表または連結財務諸表において，営業活動からのキャッシュ・フロー
と損益計算書において報告される営業損益との調整表を注記として，開示しな
ければならない。 ([3]， para.18)Jと規定されている。同様に， F R S 10によ
れば， r営業活動からのキャッシュ・フローは，直接法を用いて表示しなけれ
ばならない。 ([11J，para.5.8)j・「財務諸表に対する注記として，税引後利
益(損失)と営業活動からの正味キャッシュ・フローとの調整表を提供しなけ
ればならない。 ([11J，para.5.11)jと規定されている。
IAS7は，①直接法と②間接法について，以下に示すようにさらに具体的
に説明している。
① 直接法
1 A S 7 ([8]， para.19)は， r直接法のもとでは，主たる項目ごとの総収
入および、総支出についての情報は，以下のいずれかから入手できる。」と説明
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している。
(a) 企業の会計記録から入手できる。または
(b) 損益計算書上の売上高，売上原価(金融機関にとっては，受取利息お
よぴ類似の収益項目，支払利息および、類似の費用項目)およびその他の
項目(次に示す(i ) (証 )(ili))を調整することから入手できる。
( i ) 棚卸資産および営業上の債権・債務の会計期間中の変動
(註) 他の非資金的項目
(出) 資金的な影響が，投資上および財務上のキャッシュ・フローであ
るその他の項目
1 A S 7 ([ 8]， Appendixl)は，直接法によるキャッシュ・フロー計算書を
次のように例示している。
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直接法によるキャッシュ・フロー計算書
営業活動からのキャッシュ・フロー
得意先からの収入
仕入先および、従業員への支出
営業活動により生じる現金額
利息支払額
法人税等支払額
異常損益項目控除前キャッシュ・フロー
震災保険金収入
営業活動からの正味現金
投資活動からのキャッシユ・フロー
子会社Xの取得額(獲得現金控除後)
有形固定資産の取得額(注B)
設備の売却による収入
利息収入
配当金収入
投資活動に利用された正味現金
財務活動からのキャッシュ・フロー
株式の発行による収入
長期借入金による収入
ファイナンスリース債務の支払
配当金支出
財務活動に利用された正味現金
現金および現金等価物の正味増加
期首の現金および現金等価物(注C)
期末の現金および現金等価物(注C)
(注A)
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30，150 
(27.600) 
2，550 
(270) 
(900) 
1，380 
180 
(550) 
(350) 
20 
200 
zo 
250 
250 
(90) 
(1，200) 
19-2 
1，560 
(480) 
(19Q.) 
290 
120 
llQ 
(注A)子会社の取得
当期中に当グループ企業は，子会社を取得した。取得した資産および負債の
公正価値は，次の通りである。
現金
棚卸資産
受取債権
固定資産
支払債務
長期債務
取得総額
控除:子会社Xの現金
獲得現金控除後のキャッシユ・フロー
(注B)有形固定資産
40 
100 
100 
650 
(100) 
(200) 
590 
(40) 
550 
当期中に当グループ企業は，総額1，250の有形固定資産を取得した。その内
900の有形固定資産は，ファイナンスリースによって取得されたものである。
したがって，有形固定資産の取得のために， 350の現金が支払われた。
(注C)現金および現金等価物
現金および現金等価物は，手許現金，銀行預金残高およびマネー・マーケッ
ト商品に対する投資から構成されている。キャッシユ・フロー計算書に含まれ
る現金および現金等価物は，貸借対照表上の次のような金額から構成されてい
る。
19-2 19-1 
手許現金および銀行預金残高 40 25 
短期投資 37Q u5 
現金および現金等価物一調整前 410 160 
為替レートの変動の影響 (ill 
現金および現金等価物一調整後 410 120 
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期末の現金および現金等価物は，子会社が保有している100の銀行預金を含
んでいるが，この預金は，通貨交換制限のため持株会社に自由に送金できない。
当企業グループは， 2，000の未使用の借入限度枠があり，その内700だけが将来
の拡張のために使用可能である。
(注D)セグメント情報
セグメント
A 
キャッシュ・フロー
営業活動 1，700 
投資活動 (640) 
財務活動 L51Q_} 
4ill 
セグメント
B 
(140) 
160 
L2ZOJ 
2.Q 
合計
1，560 
(480) 
(790) 
290 
B. J.エプステインとA.A. ミルザ([4]， pp.99-100)は，直接法に
よる表示のために損益計算書上の発生基準による金額を現金基準による金額
ヘ変換する算式を次のように示している。
発生基準 加算 減算 現金基準
純売上 + 期首受取債権 一 期末受取債権 =得意先からの収入
売上原価 + 期末棚卸高
期首仕入債務
受取債権の償却
一 減価償却費および、 =仕入先への支出
アモーチゼイション*
期首棚卸高
期末仕入債務
営業費用 + 期末前払費用 - 減価償却費および =営業費用の支出
期首未払費用 アモーチゼイション
期末未払費用
期首前払費用
* 製造業に限り該当する
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② 間接法
1 A S 7 ([8]， para.20)は， r間接法のもとでは，営業活動からの正味キャッ
シユ・フローは，以下の事項の影響について，純損益を調整することによっ
て，決定される。」と説明している。
(a) 棚卸資産および営業上の債権・債務の会計期間中の変動
(b) 減価償却費，引当金繰入額，繰延税金，未実現為替差損益，関係会社
の未分配利益および少数株主持分のような非資金的項目
(c) 資金的な影響が，投資上および、財務上のキャッシュ・フローであるそ
の他の項目
また， 1 A S 7 ([8]， para.20)は，上記の間接法に対する代替的表示方法
(以下，修正間接法と呼ぶ)を認め， r営業活動からの正味キャッシュ・フロー
は，損益計算書において開示されている収益および費用，棚卸資産および営業
上の債権・債務の会計期間中の変動を示すことによって，間接法のもとで提示
される。」と説明している。
1 A S 7 ([8]， Appendix 1 )は，間接法によるキャッシュ・フロー計算書
のを次のように例示している。
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間接法によるキャッシユ・フロー計算書
営業活動からのキャッシユ・フロー
税金および異常損益項目控除前利益 3，350 
調整:
減価償却費 450 
為替差損 40 
投資利益 (500) 
支払利息 400 
運転資本増減前営業利益 3，740 
営業債権およびその他の債権の増加額 (500) 
棚卸資産の減少額 1，050 
営業債務の減少額 (1.740) 
営業活動により生じる現金額 2，550 
利息支払額 (270) 
法人税等支払額 (900) 
異常損益項目控除前キャッシユ・フロー 1，380 
震災保険金収入 180 
営業活動からの正味現金 1，560 
(以下省略)
1 A S 7 ([8]， Appendix 1 )は，修正間接法によるキャッシュ・フロー計
算書を次のように例示している。
投資利益を除く収益
減価償却費を除く営業費用
運転資本増減前営業利益
(以下上記間接法と同じ)
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30，650 
(26.910) 
"kl鎚
(3)投資活動および、財務活動からのキャッシユ・フローの報告20
IAS7 ([8]， para.21)によれば，投資活動および財務活動からのキャッ
シュ・フローの報告について， r企業は，投資活動および財務活動から生じる
総収入および総支出を主たる項目別に区分して報告しなければならない。ただ
し，パラグラフ2および、24において規定されるキャッシユ・フローが，純額に
よって報告される範鴎のものは除かれる。」と規定されている。
このように 1A S 7 ([8]， para.22)によれば， r以下で示す営業活動，投
資活動および財務活動から生じるキャッシュ・フローは，純額によって報告し
なければならない。」と規定されている。
(a) キャッシユ・フローが企業の活動というよりも顧客の活動を反映して
いる場合，顧客に代わっての収入および、支出
(b) 回転が速し金額が大きく，満期が短い項目に対する収入および支出
1 A S 7 ([8]， para.23)は， rパラグラフ22(a)で、言う収入および支出の
例としては，以下のものがある。」と規定している。
(a) 銀行の要求払預金の受入および、払戻し
(b) 投資会社が顧客のために保有する資金
(c) 不動産の所有者に代わって集金し，手渡される賃借料
また， 1 A S 7 ([8]， para.23)は， rパラグラフ22(b)で言う収入および
支出の例としては，以下の項目に対する前払金および、返済がある。」と規定し
20 1 A S 7 ([8]， para.37)は，子会社，関連会社およびジョイントベンチャーに対する
投資について， i子会社または関連会社に対する投資を持分法または原価法を用いて会計処
理する場合には，投資者は，キャッシュ・フロー計算書における報告を企業自身とその被投
資者との聞のキャッシュ・フロー(たとえば，配当金および前払金)に限定する。」と規定
している。また， 1 A S 7 ([8]， para. 38)は，共同支配事業体に対する持分について， i比
例連結を使用して共同支配事業体(国際会計基準 IASNo.311i'ジョイントベンチャー に対
する持分の財務報告』参照)に対する持分を報告する企業は，共同支配事業体のキャッシユ・
フロー比例割合をその連結キャッシュ・フロー計算書に含める。持分法を用いて企業の持分
を報告する企業は，共同支配事業体に対する投資額，分配額および報告企業とその共同支配
事業体との聞のその他の支払額および受取額についてキャッシュ・フロー計算書に含める。」
と規定している。
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ている。
(a) クレジットカードの顧客に関係する元本金額
(b) 投資の取得および売却
(c) その他の短期借入金，たとえば，満期日が3カ月以内の短期借入金
また， 1 A 8 7 ( [ 8]， para. 24)によれば， r金融機関の以下の活動により
生じるキャッシユ・フローは，純額で報告してもよい。」と規定されている。
(a) 確定期日預金の受入および払戻しによる収入および支出
(b) 他の金融機関への預金の預入および引出
(c) 顧客に対する貸出金およびその返済
8 F A 895 ([7]， para.12)は， 1 A8 7と同様にいくつかの項目について
純額による報告を認め，その理由を「いくつかの項目については，回転が速し
金額が大きく，満期日までの期間が短い。また，銀行の要求払預金および、証券
会社の顧客からの預り金のような別の項目については，企業が実質上顧客の代
わりに現金を保有し，支払うものである。これらの項目に関するキャッシ
ユ・フローの総額を知ることは，企業の営業活動，投資活動または財務活動を
理解するために必要ではないので，このような特徴を有する資産および負債に
おける期中の純額の変動だけを報告する必要がある。」と説明している。さら
に， 8 F A 895 ([7]， para.13)は，純額による報告に関してさらに詳細に「回
転が速く，金額が大きく，満期日まで、の期間が短いために，純額によって報告
することを認められる項目は， a投資(現金等価物を除く)， b貸付金および、
c負債に関係するキャッシュ・フローであり，資産または負債の当初の満期日
までの期間が3カ月以内のものである。」と規定している。
F R 810 ([11]， para.5.34)は， 1 A 87と同様にいくつかの項目につい
て純額による報告を認め， rキャッシユ・フローの総額表示(つまり，収入と
支出とを結合させない表示)は，通常，単一の合計額を表示するために収入と
支出とを相殺する以上に，より良い情報を提供する。しかしながら，状況によ
っては，総収入および総支出を知ることが，企業実体の営業活動，投資活動お
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よび財務活動を理解するために必要ではない場合がある。キャッシュ・フ
ローの正味変動額だけを報告することが，容認される場合がある。正味の
キャッシユ・フローの開示は，たとえば，次のような場合に適切であろう。 (a)
契約している金融機関によって保証されている借入金と預金とが相殺される
場合， (b)現金が顧客の代わりに保有または支払われる場合， (c)(i)回転が
速く， (証)金額が大きく， (副)満期日までの期間が短い(つまり，財務契
約の購入日において意図された保有期間が3カ月以内ものである)金融商品の
ための現金収支がある場合」と説明している。
AA S B 1026 ([3]， para.16)は， r次の項目についてのキャッシュ・フロー
は，純額による報告が認められる。 (a)企業または経済実体が，実質上顧客の
代わりに現金を保有し，支払う項目， (b)回転が速く，取引総額が大きい投資，
貸付金および借入金」と規定している。また，改訂FR S 1 ([1]， Appendix 
Ilpara.15)は， r(a) F R S 4のパラグラフ35における条件を満たすような
単一の財務取引が事実上行われる場合， (b)現金収支が，満期日までの期間が
短いか，更新または再発行により回転が速いことによる場合J，流動資源の管
理および財務の表示区分に関して純額による報告を認めている。
(4)特定項目に関するキャッシュ・フローの表示方法
IAS7は，①異常項目，②利息および配当金，③法人所得税に関するキャッ
シユ・フローの区分表示について，以下に示すように規定している。
① 異常損益項目
1 A S 7 ([8]， para.29)によれば，異常損益項目について， r異常損益項
目に関係するキャッシュ・フローは，営業活動，投資活動または財務活動によ
って生じるものとして，それぞれ適切に区分して開示しなければならない。」
と規定されている。また， 1 A S 7 ([8]， para.30)は，異常損益項目につい
てさらに詳細に， r異常損益項目に関係するキャッシュ・フローは，利用者が
それらの性質および企業の現在および将来キャッシユ・フローに対する影響を
理解できるように，キャッシュ・フロー計算書において，営業活動，投資活動
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または財務活動によって生じるものとして，それぞれ区分して開示される。こ
れらの開示は，国際会計基準IASNo.8[J異常損益項目，重要な誤謬および
会計方針の変更』によって要求される異常損益項目の性質および金額について
の区分開示に加えられる。」と説明している。
F R S 10 ([11]， para.5.24)によれば，異常損益項目について， 1 AS 7 
と同様に「次の項目は，キャッシユ・フロー計算書における営業活動，投資活
動および財務活動内において区分開示することが適切である。 (a)異常損益項
目， (b)それらの項目の区分開示が，企業実体のキャッシユ・フローを説明す
るに必要であるような発生率および規模または性質を有するような項目」と規
定されている。他方， S F A S 95([7]， para.26: footnote10)によれば，
IAS7と異なり， rこれらの区分に表示される異常損益項目または廃止事業
に関係するキャッシュ・フローを区分して開示することは，要求されていな
い。」と規定されている。
② 利息および配当金
1 A S 7 ([8]， para.31)によれば，利息および配当金について， r利息お
よび配当金の受取および支払により生じるキャッシュ・フローは，それぞれ区
分して開示しなければならない。各項目は，毎期継続的な方法で営業活動，投
資活動または財務活動のいずれかに分類しなければならない。」と規定されて
いる。 21 
IAS7は，このような代替的表示方法を認めた理由を次のように説明して
いる。
「支払利息，受取利息および受取配当金は，通常，金融機関にとっては，営
業活動によるキャッシュ・フローとして分類される。しかし，他の企業にとっ
21 1 A S 7 ([8]， para.32)は，支払利息について， r会計期間中に支払われた利息の総
額は，損益計算書における費用として認識されようと，あるいは国際会計基準 1A SN 0.23 
r借入費用』において容認されている代替的会計処理方法に従って資産イじされようと，キャ
ッシュ・フロー計算書において開示される。」と規定している。
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てのこれらのキャッシュ・フローの分類については，合意がない。支払利息，
受取利息および受取配当金は，それらが純損益の算定に組み込まれるために，
営業活動によるキャッシユ・フローとして分類される。一方で，支払利息，受
取利息および受取配当金は，それぞれ財務活動および投資活動によるキャヅ
シュ・フローとして分類される場合もある。なぜなら，それらは，財務的資源
を得るためのコストまたは投資による報酬であるからである。([8] ， 
para.33) J・「支払配当金は，財務的資源を得るためのコストであるため，財
務活動によるキャッシュ・フローとして分類される。一方で，支払配当金は，
営業活動によるキャッシュ・フローから配当金を支払う企業の能力を利用者が
決定するさいに，役立つように，営業活動によるキャッシユ・フローの構成要
素として分類される場合もある。 ([8]， para.34) J 
AA 8 B 1026 ([3]， para.15)によれば， 1 A8 7と同様に受取利息，受取
配当金，支払利息および支払配当金がどのように分類されようと，区分して開
示されなければならないと規定されている。他方， 8 F A 895によれば，受
取利息，受取配当金および支払利息は，営業活動によるキャッシュ・フローと
して分類され ([7]， paras.22-23) ，支払配当金は，財務活動による支出とし
て分類されている ([7]， para.20) 0 F R 8 10 ([ 1]， para. 5.13)も，
8 F A 895と同様に，受取利息，受取配当金，支払利息および支払配当金を分
類し区分して開示なければならないと規定している。また，改訂FR81 ([1]， 
paras.14-15)によれば，受取利息，受取配当金および支払利息は， r投資およ
び資金提供に関する報酬」によるキャッシユ・フローとして分類される。ま
た，改訂FR 8 1 ([1]， para.25)によれば，支払配当金は，独立した見出し
である「配当金支出」による支出として分類される。
なお， [i'連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準(第二・二・ 3)J]に
よれば，利息及び配当金に係るキャッシユ・フローは，次のいずれかの方法に
より記載すると規定されている。
① 受取利息，受取配当金及び支払利息は「営業活動によるキャッシユ・フ
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ロー」の区分に記載し，支払配当金は「財務活動によるキャッシュ・フ
ロー」の区分に記載する方法。
② 受取利息及び受取配当金は「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区
分に記載し，支払利息及び支払配当金は「財務活動によるキャッシユ・フ
ロー」の区分に記載する方法。
③ 法人所得税
1 A S 7 ([8]， para.35)によれば，法人所得税について， r法人所得税に
より生じるキャッシユ・フローは，区分して開示しなければならない。それら
が特に財務活動および投資活動とみなされることがない限仇営業活動による
キャッシユ・フローとして分類しなければならない。」と規定されている。
1 A S 7 ([8]， para.36)は，このような区分表示を認めた理由を次のよう
に説明している。
「法人所得税は，キャッシユ・フロー計算書において営業活動，投資活動お
よび財務活動として分類されるキャッシユ・フローをもたらす取引に基づいて
発生する。税金費用は，投資活動または財務活動として容易に識別できる場合
もあるが，関連する税金のキャッシユ・フローが，識別不可能であり，基礎と
なる取引のキャッシュ・フローとは異なる期間に発生する場合もある。したが
って，支払税金は，通常，営業活動によるキャッシュ・フローとして分類され
る。しかしながら，税金のキャッシュ・フローが，投資活動または財務活動と
して分類されるキャッシュ・フローをもたらす個別の取引として識別できる場
合には，その税金のキャッシュ・フローは，該当する投資活動または財務活動
として分類される。税金のキャッシュ・フローが，複数の活動区分に配分され
る場合には，支払税金の総額が，開示される。」
AA S B 1026 ([3]， para.15)によれば，支払法人所得税がどのように分類
されようと，区分して開示されなけばならないと規定されている。他方，
S F A S 95 ([7]， para.23)によれば，法人所得税は，営業活動による支出と
して分類される。 SF A S 95 ([7]， para.92)は，このような分類を採用した
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理由として「営業活動，投資活動および、財務活動に対して支払法人所得税を配
分することは，そのベネフィトが仮にあるとしても，関連するコストを正当化
しないほど複雑かっ恋意的なものとなるであろう。」点を指摘している。
F R S 10 (日1]， paras.5.17)も， S FA S95と同様支払および還付法人所得
税は，営業活動に分類され区分して開示しなければならないと規定している。
また，改訂FR S 1 ( [ 1]， paras. 16)によれば，税金は，独立した見出しで
ある「税金」によるキャッシュ・フローとして分類されている。
なお， If連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準(第二・二・ 2).!Iに
よれば，法人税等(住民税及び利益に関連する金額を課税標準とする事業税を
含む。)に係るキャッシュ・フローは， i営業活動によるキャッシュ・フロー」
の区分に記載すると規定されている。
(5 )外貨建キャッシュ・フローの表示方法
IAS7は， i外貨建のキャッシュ・フローに対して適用する為替レート」
について， i外貨建取引により生じるキャッシユ・フローは，外貨の金額にキ
ャッシュ・フローの発生した日における報告通貨と外貨との聞の為替レートを
適用することによって，企業の報告通貨で報告しなければならない。 ([8]，
para.25) J・「在外子会社のキャッシユ・フローは，キャッシュ・フローの
発生した日の報告通貨と外貨との聞の為替レートで換算しなければならない。
([8]， para.26)Jと規定している。ただし， 1 A S 7 ([8]， para.27)は，外
貨建のキャッシユ・フローの発生した日の為替レートを適用すべきとする原則
に対する例外について， i外貨建のキャッシユ・フローは，国際会計基準
1 A SN 0 .211f外国為替レート変動の影響に対する会計』に合致する方法で報
告される。 1A SN 0.21は，実際の為替レートに近似する為替レートの使用を
許容している。たとえば，一会計期間の加重平均レートが，外貨建取引の記録
あるいは在外子会社のキャッシュ・フローの換算のために使用される。しかし
ながら， 1 A SN 0.21は，在外子会社のキヤヅシュ・フローを換算する場合，
決算日の為替レートの使用を許容していない。」と説明している。また， 1 AS 7 
-143 (621)一
([8]， para.28)は，「外国為替レートの変動の影響の表示方法Jtこついて，「外
国為替レートの変動から生じる未実現利得および損失は，キャッシュ・フロー
ではない。しかしながら，外貨で保有されているか支払われる現金および現金
等価物への為替レート変動の影響は，期首と期末における現金および現金等価
物を調整するようにキャッシュ・フロー計算書において報告される。この金額
は，営業活動，投資活動および、財務活動によるキャッシュ・フローと区別され
て，報告される。また，この金額は，これらのキャッシュ・フローが決算日の
為替レートで報告されるならば生じるであろう差額を含む。」と説明している。
S F A S 95 ([7]， para.25)は， r外貨建のキャッシュ・フローに対して適
用する為替レート」および「外国為替レートの変動の影響の表示方法」につい
て， 1 A S 7と同様に「外貨建取引を行うまたは在外事業体を有する企業の
キャッシュ・フロー計算書は，キャッシュ・フロー時の実際の為替レートを用
いて外貨建のキャッシユ・フローについての報告通貨等価額を報告すべきであ
る。換算結果がキャッシュ・フロー時の為替レートを用いる場合と実質的に同
じであるなら，適切な期中の加重平均為替レートを換算のために使用すること
が許容される。キャッシュ・フロー計算書は，外貨として保有している現金残
高に対する為替レートの変動を期中の現金および、現金等価物における変動の
調整項目として，報告すべきである。」と規定している。また， AA S B1026 
([3]， para.23)も， r外貨建のキャッシュ・フローに対して適用する為替レー
ト」について， 1 AS 7と同様に「外貨建取引から生じるキャッシュ・フロー
は，キャッシユ・フローが生じる時点で適用される為替レートで換算すべきで
ある。キャッシュ・フロ一時に適用される為替レートを用いる場合と換算結果
が実質的に同じであるなら，期中の加重平均為替レートを換算のために使用す
ることが許容される。」と規定している。さらに， AA S B1026 ([3]， para.23: 
XXv温)によれば， r外国為替レートの変動の影響の表示方法」について， IA 
S7と同様に「外国為替レートの変動から生じる未実現利得および損失は，キ
ャッシュ・フローではない。しかしながら，外貨で、保有されている現金または
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外貨で支払われるべき現金等価物に対する為替レート変動の影響は，期首と期
末における現金を調整するためにキャッシユ・フロー計算書において報告され
る。この金額は，これらのキヤヅシユ・フローが決算日の為替レートで報告
されたとした場合との差額を含む。」と説明されている。また， F R S 10は，
「外国為替レートの変動の影響の表示方法」について， 1 AS 7と同様に「キ
ャッシュ・フロー計算書は，外貨で保有されている現金に対する為替レートの
変動の影響を区分して開示し，期中の現金の変動を調整する部分として，報告
すべきである。(日1J，para.5.19) J ・「未実現の変動が為替レートの変
動から生じる場合，現金としての外貨の保有から生じる変動だけがキャッシ
ユ・フロー計算書に開示されように要求される。つまり，外貨建のその他の項
目における類似の変動は，キャッシュ・フローではなく，キャッシュ・フロー
を算定するさいに，除外されるべきである。(日1]， para.5.20)Jと規定して
いる。 22
他方，改訂FR S 1 ( [ 1]， para. 41)は， r外貨建のキャッシュ・フローに
対して適用する為替レート」について， 1 A S 7と異なり， r報告企業実体の
一部が在外事業体によって営まれている場合，当該在外事業体のキャッシュ・
フローは，報告企業実体の損益計算書においてこれらの活動の結果を換算する
ために用いられる基準(決算日レートまたは平均レートによる換算ー引用者挿
22 他方， F R S 10の解釈指針 ([10]，para.15.3)は， r外貨建のキャッシュ・フローに対
して適用する為替レート」について， 1 A S 7と異なり，次のように規定している。 r同じ
企業グループ内のある企業実体と別の企業実体との聞のキャッシユ・フローは，連結キャッ
シユ・フロー計算書の作成にさいして通常消去されるであろう。しかしながら，報告企業実
体と独立型在外事業体との聞にキャッシュ・フローがある場合，キャッシュ・フロー計算書
を含む，在外事業体の財務諸表を換算するための決算日レートは，報告企業実体がキャッ
シュ・フローを記録したときの実際レートと同じである可能性は少ない。したがって，連結
キャッシュ・フロー計算書を作成するさいに企業実体閣のキャッシュ・フローに関して差額
が生じるであろう。この差額は，為替レートが変動する場合，別の場所で保有されている現
金における変動に類似している。この差額は， F R S 10のパラグラフ 5.19に準拠して，外
貨で保有されている現金残高に対する為替レートの変動と同じ方法で処理されるべきであ
る。」
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入)に基づいてキャッシユ・フロー計算書に計上される。同じ基準が，営業利
益と営業活動から生じる現金との調整における棚卸高および債権・債務の変動
を表示する場合に，用いられるべきである。企業グループ内でのキャッシユ・
フローが，それぞれ識別され，それらが生じた時点での実際の為替レートを知
ることができる場合，連結上キャッシュ・フローを相殺するために，その実際
の為替レートまたはその近似値がキャッシュ・フローを換算するために用いら
れる。企業グループ内でのキャッシュ・フローを換算するために用いられる為
替レートが，実際の為替レートでないなら，為替レートの差額は，正味負債に
対する調整部分として，表示される為替レート変動の影響に含めるべきであ
る。」と規定している。
なお， IT'連結キャッシュ・フロー 計算書等の作成基準Jl (第二・四)によれ
ば， r在外子会社における外貨によるキャッシュ・フローは，外貨建取引等会
計処理基準における収益及び費用の換算方法(期中平均相場または決算時の為
替相場による換算ー引用者挿入)に準じて換算する。」と規定されている。ま
た， IT'同基準Jl (第三・三)によれば， r現金及び現金等価物に係る換算差額
は，他と区別して表示する。」と規定されている。
W 開示
IAS7によれば，次のような開示が要求されている。①子会社および、その
他の事業体の取得および、売却に関する開示，②非資金取引の開示，③現金およ
び現金等価物の構成要素の開示，④企業集団が利用できない重要な現金および
現金等価物の残高についての開示，⑤追加情報の開示
(1)子会社およびその他の事業体の取得および売却に関する開示
1 A S 7 ([8]， para.40)は，子会社等の取得および売却に関する開示につ
いて， r企業は，各会計期間中の子会社およびその他の事業体の取得および売
却の両方に関して，総額で以下の各項目を開示しなければならない。」と規定
している。
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(a) 取得総額または売却総額
(b) 現金および現金等価物によって支払われる取得額部分または売却額部
分
(c) 取得または売却された子会社またはその他の事業体の現金および現金
等価物の金額
(d) 取得または売却された子会社またはその他の事業体の現金および現金
等価物以外の資産および、負債について，各主要な区分ごとに集計した金
額
なお，上記の開示の例については， (注A)子会社の取得〈本論文133頁)
を参照のこと。
(2)非資金取引の開示
I A S 7 ([8]， para.43)は，非資金取引の開示について， r現金および現
金等価物の使用を必要としない投資取引および財務取引は，キャッシユ・フ
ロー計算書から除外しなければならない。そのような取引は，これらの投資活
動および、財務活動について目的適合性のあるすべての情報を提供する方法で，
財務諸表の他のどこかで開示しなければならない。」と規定している。また，
I A S 7 ([8]， para.44)は， r多くの投資活動および、財務活動は，企業の資
本および資産構造に影響を与えるが，それらは当期のキャッシュ・フローに直
接的な影響を与えない。キャッシュ・フロー計算書からの非資金取引の除外
は，これらの項目が当期のキャッシュ・フローを伴わないので，キャッシュ・
フロー計算書の目的と合致する。」と説明したうえで，非資金取引として以下
の項目を例示している。
(a) 直接関連する負債の引受による資産の取得かまたはファイナンスリー
スによる資産の取得
(b) 株式発行による企業の取得
(c) 負債の資本への転換
なお，上記(a)の開示の例については， (注B)有形固定資産(本論文133頁)
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を参照のこと。
(3)現金および現金等価物の構成要素の開示
1 A S 7 ([8]， para.45)は，現金および現金等価物の構成要素の開示につ
いて， r企業は，現金および現金等価物の構成要素を開示し，キャッシユ・フ
ロー計算書における金額と貸借対照表において報告されるそれに相当する項
目との調整を表示しなければならない。」と規定している 23。なお，この開
示の例については， (注C)現金および現金等価物(本論文133頁)を参照の
こと。
(4)企業集団が利用できない重要な現金および現金等価物の残高について
の開示
1 A S 7 ([8]， para.48)は，利用できない現金および現金等価物の残高の
開示について， r企業は，企業によって保有されているがその企業集団が利用
できない重要な現金および現金等価物の残高について，経営者の説明を付けて，
開示しなければならない。」と規定している。また， 1 A S 7 ([8]， para.49) 
は，現金および現金等価物が利用できない状況について， r現金および現金等
価物が企業によって保有されているが，その企業集団によって利用できない
様々な状況がある。たとえば，為替管理またはその他の法的規制が適用される
国において活動する子会社によって保有されている現金および、現金等価物の
残高がその例に含められる。この場合，親会社または他の子会社は，一般的使
用のためにその現金および現金等価物の残高を利用できない。」と説明してい
23 IAS7は，現金およぴ現金等価物の構成要素の開示に関連して， r世界における現金
管理の慣行および銀行との契約の多様性の観点から，国際会計基準IASNo.11F会計方針
の開示 (Disclosureof Accounting Policies).iJに準拠して，企業は，現金および現金等価
物の構成要素を決定するさいに採用した会計方針を開示する。 ([8]，para.46) J・「現金
および現金等価物の構成要素の決定のための会計方針の変更による影響(たとえば，以前に
は，企業の投資ポートフオリオの一部と考えられた金融商品の分類の変更)は，国際会計基
準IASNo.8IF異常項目，重要な誤謬および会計方針の変更 (Unusualand Prior Period 
Items and Changes in Accounting Policies).iJに準拠して報告される。 ([8]，para.47) J 
と規定している。
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る。
(5)追加情報の開示
1 A S 7 ([8]， para.50)は，追加情報の開示について， r追加情報は，企
業の財政状態および、流動性を理解するうえで，利用者に目的適合性がある。経
営者による説明を伴うこの情報の開示が，推奨される。」と規定したうえで，
追加情報として以下の項目を例示している。
(a) 将来の営業活動のために利用可能で，資本コミットメントを満たす未
使用の借入限度枠の金額。この資本コミットメントは，未使用の借入限
度枠の使用に対する制限を示す。
(b) 比例連結を用いて報告されるジョイントベンチャーにおける持分に関
連する営業活動，投資活動および、財務活動によるキャッシユ・フローの
総額
(c) 営業能力を維持するために必要なキャヅシユ・フローとは別に区分さ
れた営業能力の増加を示すキャッシュ・フローの総額24
(d) 業種別および地域別のセグメント(国際会計基準IASNo.14rセグ
メント別財務情報の報告」を参照)で報告される営業活動，投資活動お
よび財務活動により生じるキャッシュ・フローの金額25一一(本論文134
頁参照)
24 1 A S 7 ([8]， para.51)は， r営業能力の増加を示すキャッシュ・フローおよび営業
能力を維持するために必要なキャッシユ・フローについての区分開示によって，利用者が，
その企業が営業能力を維持するために十分に投資しているかどうかを決定できるようにな
る点で有用である。営業能力の維持のために十分に投資していない企業は，当面の流動性お
よび所有者への分配のために，将来の収益性に損害を与えているかもしれない。」と説明し
ている。
25 1 A S 7 ([8]， para.52)は， rセグメント別キャッシュ・フローの開示によって，利
用者は，事業全体のキャッシュ・フローとその構成要素のキャッシユ・フローとの関係およ
びセグメント別キャッシュ・フローの利用可能性や変動性について，より良い理解を得るこ
とが可能になる。」と説明している。
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なお， (j'連結キヤヅシュ・フロー計算書等の作成基準(第四)JIは，注記事
項について， i連結キャッシュ・フロー計算書については，次の事項を注記し
なければならない。」と規定している。
① 資金の範囲に含めた現金及び現金等価物の内容並びにその期末残高の
連結貸借対照表科目別の内訳
② 資金の範囲を変更した場合には，その旨，その理由及び影響額
③ (1)株式の取得又は売却により新たに連結子会社となった会社の資
産・負債又は連結子会社でなくなった会社の資産・負債に重要性があ
る場合には，当該資産・負債の主な内訳
(2)営業の譲受け又は譲渡により増減した資産・負債に重要性がある場
合には，当該資産・負債の主な内訳
④ 重要な非資金取引
⑤ 各表示区分の記載内容を変更した場合には，その内容
また， (j'連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準』は，注9において，
注記すべき「重要な非資金取引」として，次のようなものを例示している。
① 転換社債の転換
② ファイナンス・リースによる資産の取得
③株式の発行による資産の取得又は合併
④ 現物出資による株式の取得又は資産の交換
V むすび
以上述べてきた IAS7の分析を踏まえて， IAS7の特徴とその問題点を
指摘することによって， iむすび」に代える。
(1) IAS7は，キャッシユ・フロー計算書の目的として，①財政状態の変
動，②流動性・支払能力・財務弾力性，③将来キャッシユ・フローの見積
もり，④利益の質についての評価を可能にする情報を提供するとの目的を
明示している。これらの目的は，各国の会計基準における目的とほぼ一致
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(2) 1 A S 7は，キャッシユ概念を「現金および、現金等価物」であると定義
している。さらに， r現金」とは，手元現金および要求払預金であり， r現
金等価物」とは，短期で，流動性の高い投資であり，一定の金額の現金に
容易に換金でき，価値の変動による僅少なリスクしか負わないものと定義
されている。また，当座借越は， r現金および現金等価物」に含められて
いる。このキャッシュ概念は，各国の会計基準において採用されている概
念とほぼ一致している。
(3) 1 A S 7によれば，キャッシユ・フローは，営業活動，投資活動および、
財務活動から生じる 3つのキャッシユ・フローに区分表示される。この3
区分表示は，ほとんどの国の会計基準において採用されている。
(4) IAS7によれば，営業活動からのキャッシュ・フローの報告方法につ
いて，直接法と間接法の両方が容認されているけれども，直接法は，将来
キャッシュ・フローを見積もるうえで有用であり，間接法のもとでは，入
手できない情報を提供するとの観点から，直接法が奨励されている。直接
法の利点は，必ずしも明らかにされていない。利益の質についての評価を
可能にする情報を提供するとの目的を達成するためには，間接法の方がよ
り適切な方法ではないかとの疑問が残る。
(5) 1 A S 7によれば，営業活動，投資活動および財務活動からのキヤツ
シュ・フローは，一部の例外を除いて，総額によって報告しなければなら
ないとされている。この総額による報告(一部の例外を除く)については，
ほぼ同様の規定が各国の会計基準において採用されている。
(6) 1 A S 7は，①異常項目，②利息および配当金，③法人所得税に関する
キャッシユ・フローの区分表示について，以下に示すように規定している。
①異常項目に関するキャッシュ・フローは，営業活動，投資活動または財
務活動によって生じるものとして，それぞれ適切に区分して開示しなけれ
ばならない。②利息および配当金の受取および支払により生じるキヤツ
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シュ・フローは，それぞれ区分して開示しなければならない。各項目は，
毎期継続的な方法で営業活動，投資活動または財務活動のいずれかに分類
しなければならないとされている。③法人所得税に関するキャッシユ・
フローは，区分して開示しなければならない。それらが特に財務活動およ
び投資活動とみなされることがない限り，営業活動によるキャッシユ・
フローとして分類しなければならない。これらの規定のうち②利息および
配当金により生じるキャッシュ・フローの分類は，あまりにも弾力的すぎ，
比較可能性が損なわれるのではないかとの疑問が残る。
(7) 1 A S 7によれば，外貨建取引により生じるキャッシュ・フローは，
キャッシュ・フローの発生した日の為替レートで換算しなければならない
とされている。また，外貨で保有されているか支払われる現金および現金
等価物への為替レート変動の影響は，期首と期末における現金および現金
等価物を調整するようにキャッシユ・フロー計算書において報告される。
この金額は，営業活動，投資活動および財務活動によるキャッシュ・フ
ローと区別して，報告しなければならないとされている。
(8) IAS7によれば，次のような開示が要求されている。①子会社および
その他の事業体の取得および売却に関する開示，②非資金取引の開示，③
現金および現金等価物の構成要素の開示，④企業集団が利用できない重要
な現金および現金等価物の残高についての開示，⑤追加情報の開示。②の
非資金取引の開示方法について，財務諸表の他のどこかで開示しなければ
ならないと規定されているにすき、ない。比較可能性を確保するためには，
さらに詳細な規定が必要であると考えられる。
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